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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、操船者によって異なる船舶の衝突回避判断の時機に

ついて特徴を明らかにし、さらに得られた知見を教育プログラムとして試行し効果測定を試み

ることである。現場調査を行ったところ船舶の大きさ（船型）によって判断時機が異なること

が示唆された。次に実務経験者に対する映像実験ならびに質問紙調査を実施した。調査協力者

は、大型船として外国航路船員 32 名、中型船として国内航路船員 33 名、小型船として漁船船

員 37 名であった。結果から、船型によって距離感が異なること、衝突回避判断時機が異なるこ

とが示唆され、海上交通ルールが理想どおりに機能しないことが指摘された。得られた知見を

考慮させる教育プログラムを船員養成機関学生に対して試行した。学生を教育群 33 名（教育プ

ログラム実施）と統制群 34 名（教育プログラム未実施）に分け効果を測定したところ、教育プ

ログラムは学生の判断時機を安全側へ変化させたことが示唆された。 

 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this study are to investigate the judgments of 
collision avoidance at sea and to clarify the effectiveness of education which include such 
results for students. The on-site survey on the ships suggested that the timing of collision 
avoidance is different according to ship dimension. Next, the questionnaires and CG video 
experiment were carried out for experienced captain and officer of the ship. The 
participants were 32 those of oceangoing service as a large ship experience, 33 those of 
coasting service as a middle ship experience and 37 fishers as a small ship experience. The 
results demonstrated that the distance perspective and the timing of collision avoidance 
are different according to ship dimension. And also it was pointed out that In case two 
different dimension ships encounter, the rule at sea would be unworkable as intended. 
Educational program taking into account the above results was carried out officer-course 
students. Of those students, 33 were assigned to the trained group (to receive the 
education), and 34, to the control group (not to receive the education). The results 
suggested that the educational program change timing of collision avoidance toward safety 
of students. 
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１．研究開始当初の背景 

船舶衝突事故は一般に目にする機会は少
ないが、ひとたび事故が発生すると人命、財
貨、環境に対して莫大な被害を与える。船舶
衝突事故を防止するための海上交通ルール
の最大の特徴は、海上交通ルール適用時機や
衝突回避時機といった重要な判断時機につ
いて明確な基準を示さず、すべて操船者の判
断に委ねていることである。すなわち、いつ
交通ルールを適用して衝突回避行動をとる
かは操船者によって判断が異なりグレーゾ
ーンが存在する。海上交通における重大衝突
事件は繰り返し起きており、さらなる安全の
ためには、これまでの対策に併せてより一層、
操船者のヒューマンファクタに焦点をあて
ることが必要であった。 
自動車の運転に関する研究や安全教育の

検討は、単に曲がる、止まるといった自動車
を操る手技的技術の研究や教育ではなく、危
険の予測、危険に対する対処、自己コントロ
ールといったより高度な技能を扱い対象と
していることが特徴である。一方、海上交通
では、そもそも船舶の質量が大きく風や潮流
による影響を強く受けるため、曲がる、止ま
るといった手技的技術が難しいため、手技的
技術注目が集まる傾向にある。しかしながら
繰り返される衝突事故を防止するために、海
上交通においても曲がる、止まるといった手
技的技術教育に加えて衝突回避判断時機を
コントロールするような高度な技能につい
て教育を行うことを考える必要があった。 

 
 

２．研究の目的 
操船船舶経験、操船者の海上交通ルール理

解度等の要因が船舶の衝突回避判断時機に
与える影響を明らかにすることを目的とし
た。さらに、本研究で明らかになった知見を
学生にフィードバックする方法を提案し、そ
の有効性を検討することを目的とした。 

 
３．研究の方法 
(1) 海上交通ルールの知識に関する質問紙

調査 
質問紙調査により海上交通ルールに関する
知識差がある可能性を検討した。神戸大学海
事科学部において、海上交通ルールの授業を
担当する教員が質問紙を作成した。海上交通
ルールテストを実務経験者ならびに学生に
実施し、海上交通ルールに関する知識の程度
を検討した。 
 
 
(2) 運航実態調査 
船員の判断時機の個人差および船型によ

る影響の存在を確認するために、運航中の船

舶に便乗し運航実態調査を行った。調査では
海上交通ルールが規定する各判断時機の一
つである避航時機と、それに関係がある航過
距離を測定した。合計 4隻の船舶に便乗し調
査を実施した。Fig.1 に便乗した船舶のうち
1隻を示す。 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig.1 便乗した船舶 コンテナ船「まや」 
 
(3) 判断時機に関する質問紙調査と映像実

験 
船型が判断時機に与える影響について、質

問紙調査と映像実験により詳細な検討を行
った。全ての調査および実験に実務者が参加
した。“外航群”は外国航路の船舶を操船す
る船員、“内航群”は国内航路の船舶を操船
する船員、“漁船群”は小型の漁船を操船す
る漁師であった。データに不備があった参加
者を除外し、分析対象人数は、外航群 22 名、
内航群 28 名、漁船群 29名であった。直近の
船型経験は、外航群が平均総トン数 109,407
トン、内航群が平均総トン数 4,543 トン、漁
船群は全員が総トン数 20トン未満であった。 
 
 
 
①質問紙調査 
質問紙調査１として“大型コンテナ船同士

の関係を想定させた質問紙”を作成し調査を
行った。質問紙調査 2として“普段操船する
船型に近い船舶の操船を想定した質問紙”を
作成し調査を行った。 
2 隻の船舶が互いに横切る関係になった場

合には、海上交通ルールによって、一方が避
航船、他方が保持船となる。いずれの質問紙
調査においても、海上交通ルールで規定され
る、避航船と保持船に求められる判断時機を
尋ねた。 
 
 
 
 
 
 
②映像実験 
質問紙調査Ⅰに対応する映像を用いた実

験を行った。現実の海上交通を観察すること
は困難であることから，パソコンを用いて作
成した映像を提示し判断時機を評価させた。



Fig.2 に提示した映像の一例を示す。Fig.2
において、手前から奥に並ぶ箱は自船が積載
するコンテナであり、右側の黒い横棒のよう
なものが他船である。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig.2 提示した映像例 

 
(4) 操船方略に関する質問紙調査 
現実の海上交通場面では衝突回避のため

の操船方略は幾つも存在し、広い海域におい
て海上交通には道路のようなものがなく、各
船舶の操船者が主観的に判断しているとい
う意味で複雑である。このような複雑な衝突
回避判断において、どのように衝突を回避す
るかという操船方略が同じであれば、共通認
識が形成されているという点で安全である。 
（3）の調査参加者に質問紙を用い複数場

面に対する操船方略を尋ねた。 
 
(5) 教育プログラムの試行とその効果測定 

学生が実際に避航を実習できる機会は非
常に少なく、また学生によって直面する避航
場面は全く異なる。多くの学生が操船シミュ
レータで訓練するためには、多大な労力とコ
ストがかかり非現実的である。したがって現
状のカリキュラム内で効率的に避航操船を
習得する必要がある。そこで得られた研究結
果に基づき，判断時機と操船方略に注目させ
た教育プログラムを策定した。その教育プロ
グラムを、神戸大学海事科学部が実施する学
内船舶実習において試行し、その効果測定を
試みた。教育プログラムは、神戸大学海事科
学部海事技術マネジメント学科航海群 3年生
および 4年生の学内船舶実習を利用して実施
された。3年生、4年生ともに 2クラスに分
けて学内船舶実習が行われており、3年生お
よび 4年生ともに 1組を統制群（教育未実施）、
2組を教育群（教育実施）とした。効果を検
証するために学内船舶実習前後に(3)および
(4)で用いた質問紙調査および映像実験を行
った。また下船時には、学内船舶実習および
教育プログラムに対する主観評価を実施し
た。データが得られた学生は、統制群は 33
人、教育群は 34 人であった。 
 
 

４．研究成果 
(1) 海上交通ルールの知識に関する質問紙
調査 
海上交通ルールテストを実務経験者なら

びに学生に実施し、海上交通ルールに関する
知識の程度を検討した結果、海上交通ルール
の知識は、法律名、条文名、航法名といった
ラベル的な知識について船型による差があ
ったが、行動に関する知識に差は無かった。
各問題個別に各群の正答率を確認すると統
計的な有意差があったが、行動に関する知識
得点の総合では差が無かったこと、差が生じ
た各問題の内容、各問題に対する回答の質的
分析から、これらの結果が明らかに現場にお
ける行動に問題を生じさせていると断言で
きず、全群ともに海上交通ルールの行動に関
する知識に問題は無いと判断された。行動に
のみ知識差がない理由として、現場経験から
補完されている可能性が考えられた。衝突海
難の原因として、海上交通ルールが規定する
各判断時機が船型の影響を受けている可能
性が問題として残った。 
 

(2) 運航実態調査 
合計 4隻の船舶に便乗し海上交通ルールが

規定する各判断時機の一つである避航時機
と、それに関係がある航過距離を測定した。
この運航実態調査から避航判断時機や航過
距離について個人差が存在することが示唆
された。操船者個人の避航操船判断に影響す
る要因として年数的な経験と普段操船する
船型の影響が挙げられた。年数的経験に関し
ては、操船者のヒューマンファクターを考慮
した経験未熟な操船者に対する介入の検討
と、養成中の学生に対する教育の検討を行う
必要性が指摘された。船型の影響については、
避航判断時機と航過距離は船舶の大きさに
よって異なり、大きい船舶ほど判断時機が早
く航過距離は遠いことが推察され、より詳細
な検討が必要であることが指摘された。船舶
の相互関係事例からは、相手船に対して配慮
することで、無駄な操船上の努力や、無用な
両船の異常接近を回避できること、他船の行
動ならびに考えを推測し、自船にとって不都
合な状況を考えることの重要性が明らかに
なった。自動車交通に関する研究では、年数
的経験による運転行動の変化、運転態度、危
険知覚、過信の影響など多くの研究がある。
同様の研究は海上交通においても必要と考
えられる。しかし自動車交通と海上交通の最
大の違いは、扱う移動体の大きさであること
から、船型が判断時機に与える影響の重要性
が高いと判断され、船型が判断時機に与える
影響についてより詳細な検討を行うことに
した。 
 
 



(3) 判断時機に関する質問紙調査と映像実
験 
①質問紙調査 

“大型コンテナ船同士の関係を想定させ
た質問紙”について、異なる場面で種々の判
断時機について回答を求めたが、いずれの判
断時機においても各群の間に有意な差があ
り、衝突までの残り時間をあらわす TCPA 値
（分）は常に外航群、内航群、漁船群の順に
大きかった。Fig.3 に避航船場面の結果を示
す。すなわち、どの場面においても外航群、
内航群、漁船群の順に判断時機が早いことが
示唆された。想定させた大型コンテナ船に最
も近い船舶を操船しているのは外航群であ
る。その外航群よりも小さい船型船舶を操船
している内航群、漁船群は普段操船している
船型の影響を受けて判断時機を過小評価し
たと考えられた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig.3 避航船場面における通常避航時機と

限界避航時機 
 

“普段操船する船型に近い船舶の操船を
想定した質問紙”について、外航群、内航群、
漁船群に普段操船する船型に近い船舶の操
船を想定させ、異船型間の判断時機を直接尋
ねた。このことにより現実の異船型間コンフ
リクトが確認される。結果から次の 2点が導
かれた。(i)相対的に船型が大きい船舶が避
航船である場合は、船型が小さい船舶は何も
判断しないまま、避航船が避航し衝突は回避
される。(ii)相対的に船型が大きい船舶が保
持船である場合は、保持船としての義務を果
たしながら船型が小さい避航船の行動を見
張るが、結局、避航船が避航しないため船型
が大きい船舶が保持義務を解除し避航する
ことで衝突は回避される。したがって，船型
が異なる船舶が横切り関係になった場合は、
避航義務および保持義務の法的義務は機能
しないといえる。よって異船型間における判
断時機は船型によって異なり、その判断時機
の差が異船型間のコンフリクトを生じさせ
ていることが示唆された。異船型間のコンフ
リクトを Fig.4 に示す． 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

Fig.4 船型が大きい船舶が保持船で小さい船
舶が避航船の場合のコンフリクト 

 
②映像実験 
現実の海上交通を観察することは困難で

あることから、パソコンソフト（Ship 
Simulator 2008（VSTEP 社製））を用いて作成
した映像を、A4 サイズのノートパソコンにて
提示し判断時機を評価させた。評価させた判
断時機は“大型コンテナ船同士の関係を想定
させた質問紙”と同一であった。同一の映像
における他船までの距離について、大きい船
型の操船者は小さい船型の操船者よりも遠
く判断している傾向にあったが、判断時機に
ついて船型による差は認められなかった。 
 
映像実験が現実の行動を反映しているも

のとして実験を行ったが、“大型コンテナ船
同士の関係を想定させた質問紙”と同様の結
果を得ることができなかった。映像実験にお
ける距離手がかりの特徴から、映像実験での
イニシャル他船距離と質問紙調査が現実を
反映していると判断された。映像実験による
判断時機は、船型の影響と距離情報を排除し
た純粋に近づく他船に対する判断時機であ
ると考えられた。 
 

(4) 操船方略に関する質問紙調査 
複数の場面において、いずれも船型によっ

て判断時機が異なるために、操船方略が異な
ることが示唆された。加えて 3隻が関係する
場面からは、船型が小さいほど海上交通ルー
ルから逸脱し自船にとって都合の良い操船
方略を選択する傾向にあることが示唆され
た。また、自船が追越される場面からは相手
船との航過距離の見積もり、航走距離の短長
の見積もり、相手船への配慮の違いが示唆さ
れた。さらに航路を航行する場面からは、同
じ操船方略を選択したとしても、判断時機の
差から選択理由が異なることが可能性、自ら
が操船し通航する経験の重要性が示唆され
た。このように操船方略は、船型に影響を受
けることが示唆された。 
 

(5) 教育プログラムの試行とその効果測定 
(1)から(4)で得られた研究結果に基づき、

判断時機と操船方略に注目させた教育プロ
グラムを策定した。その教育プログラムを神
戸大学海事科学部が実施する学内船舶実習



において試行し、その効果測定を試みた。教
育プログラムの効果を検証した結果、次の事
項が示唆された。 
 
①判断時機について、学生が“頭で思ってい
る判断”と“他船の近づき方による判断”
とを一致させることはできなかったが、一
致させる方向への変化が期待される。 

②学生が“頭で思っている判断”は、教育プ
ログラムによって実習を行った船舶の船型
による影響を受けたことが示唆された。よ
って同じ教育プログラムを大型船舶で実施
することにより、学生が“頭で思っている
判断”を、大型船操船者による大型船の判
断時機に近づけることが可能であると期待
される。 

③教育プログラムは、学生に相手船への考慮
の必要性を認識させ、操船方略判断を向上
させた。 

④教育プログラムの目的は学生に理解され
るとともに、グループディスカッションを
はじめとする教育プログラムは、避航操船
技能向上に役に立つと認識された。 
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